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l.はじめに 目的とする包括的なアプローチ (3'だからである｡
重度の知的障害児にみられる問題行動は,彼らの 行動の機能に基づく介入方法は,大きく ｢確立操
社会参加を妨げる原因のひとつである｡ 彼らが学校 作法｣｢消去法｣｢分化強化法｣の 3つに分けられる 
で示す問題行動としては,他害行動や自傷行動など
最近になり積極的行動支援 
3'が注目されるようになった｡こ
れは,積極的行動支援が行動の機能に基づく介入方 去バース ト)を減少することができることを指摘し
法を用いて,行動障害を示す人の生活全般の改善を ている｡ さらに,行動の生起と無関係に強化子の提 
が,非随伴性強化は確立操作法に位置づけられ
の自他の安全を脅かす行動 1`日 2)や,授業中の立ち る介入方法の一つである｡ 分化強化法は,問題行動
歩きや教室からの飛び出しなど学習活動への参加を とは異なる行動に強化子を与え問題行動には強化子
阻害する行動等があり,結果的に彼らの学習の機会 を与えない方法である｡ また,非随伴性強化は問題
を奪ってきた (2'｡ これらの中でも,他害行動は, 行動を維持している強化子を問題行動に随伴させず
周囲にいる者に対し危害を及ぼすため,本人の社会 豊富に提示し,問題行動を生起させる動機を低下さ
的な場面への参加が著しく制約されることになる｡ せる方法である 4`)｡このため非随伴性強化は問題
このような問題行動に対して,古くから行動分析 行動の生起それ自体を予防できる可能性があると考
学の立場から様々なアプローチがなされてきたが, えられる(5)｡ 
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岡田 信吾* ･ 大竹 喜久 ** ･ 柳原 正文 ** 
innp , gni ldncu
kacage
io
tn
8(83
-itrac
tddeirovn1,NCRwasp ,wihe
ila
bt tusan

ice-
to

lem
bpro

e
in
iscd
tonreringh lcoos
dOtne.
itnontne
lemp me nt ,we ussdpi
fi gNCRi Ⅳe si swh olettso mp me ns ec geintn
le

-on
r
raniotntnerno
e

eadpeeme ds ,nai
dfolwigI n1 dmono occurr ve es,
y
nween
rs
ttraegitaedrn
io
hdlsceu
Rd teuc
io
ii tcpa
tpar

ye dteef ni vetnerfoatecshltvauaei dtssu
h
T
lincrease
y
iton
id al, sincass
iotidd
mb ioheavlebprohtef
汀edfわlwigl Ⅳe n2Ad.iotntneno
np
fytef no
iotn
fituncohid teni
assessme ndi vetnertna
tner)I.rheav
ioyd damoga ma nl Ⅳetn
iitvncandc etocmmu eb ios(CR nI ve
tne
o
i Ives.ttel
i tngenrespons
n
ton

ivere
le
a)
l
TX
ieas
E(
tni iftngenrenorcetcon- me ,
tslresuheseth b i fe asso
nontnassessme ,
ismi tonau,l dt t tnareara
'4(
h i leavoraivtipos( eB
occ
Ⅳe n2wa
wa
s
me llyd
iotnlterne
洗a
y
i it tnssypca

u
le
ba
lca
iltcu.
f 
i

bh i leavorai lonaf tuncK ds:eywor
bheav rio,me
)P:porSup t BS `
h lcooG d trauaJitonhet eS
)
ion
d tuca
E
heacer ,岡山県立誕生寺養護学校 
daniesdtuSltnaleveopiivsoiond tucaEilspeca( ,Di nofD me
d ft tuenoD ltocoraprogra
ti inversHyogicenchi
*兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科 (博士課程) ( ms
nteS eofS oU yofT
)tyUi ia nvers
- 45 -
i Shoncoo
d tuca
S ipeca
you
tupp ,
or

Ta
(
S
nj zi lE
**岡山大学大学院教育学研究科特別支援教育講座 
ayamiond tucaEG d Sh lftrauaecooo ,Ok
iond tucaEh lcoo ,
l), 
岡田 信吾 ･大竹 喜久 ･柳原 正文
示を行うため厳密な行動の観察が必要とされないこ cfee gd )に対する指導の一環とi dsorerindi itar
dpe
(
とを介入の容易さとして指摘している｡
また, トー クンエコノミーや環境調整と比較した
場合, トー クンエコノミーでは トー クンの意味を理
解できることが前提条件となる｡ そのため,知的な
問題の大きい対象者の場合には導入に困難を伴う場
合があり非随伴性強化と比較すると取り入れに制約
がある｡ 環境調整は対象者の実態に合わせて適切な
行動が出現しやすいように,あるいは問題となる行
して非随伴性強化を用いている｡ 非随伴性強化では
晴好性の高い強化子を特定し,その強化子が具体物
であった場合には子どもの前にセッションの間中置
いておき子どもが随意に触れられるようにしてい
た｡さらに,注目の場合にはセラピストが子どもに
話しかけたり歌ったり,相互に交渉しあったりして
いた｡
第三に強化子提示を減少させる手続きについて
動が起こりにくいように環境に変更を加えることで は,Volmer taesanCaseyilLa , , dR
では問題行動の減少につれて少しずつ強
)3ら (919 ,(6'
ある｡ そのため,どのような対象者であったとして 199
も導入可能であり効果も高い｡適切な行動を生起し 化子の提示間隔を増加したとされているが, 
ら (
)7
2
( 1`0'
R dee

やすくするために視覚的な手がかりを配置したり, 2bergidn)(9',L ら (400 )(300 の研究にお11'
不適切な行動のきっかけとなるような情報を見えな
いようにしたりするなどの小規模な環境調整はほと
んどの教育環境で導入されている｡ しかし,教育課
程の変更を含む大規模な環境調整については個別の
教育支援計画に基づく職員間あるいは保護者との共
いては強化子の減少手続きは行われていない｡
最後に介入の適用された場面についてであるが,
ほとんどすべての研究において介入 ･観察場面は非
日常的な統制された場面であった｡日常生活条件に
おける非随伴性強化による研究として数は少ないな
通理解のもとに慎重に実施される必要がある｡
これらの理由から学校の生活場面で取り入れる介
入方法として非随伴性強化は期待が大きいと考えら
れる｡
非随伴性強化の手続きは,大きく分けると 3つの
部分から成り立っている｡ まず,問題行動を維持し
ている,あるいは同じ働きをもつ強化子を特定する｡
次に,問題行動の生起 ･末生起に関係なく,強化子
2bergidnがら,L ら (
は,知的障害のある 2名に対して,自動強化により
推持されている自傷行動を取り上げ,詳細な実験に
よって確認された強化子を用いて家庭での自傷行動
の減少に成功したと報告している｡
非随伴性強化に関する先行研究をその介入の手続
きについてまとめると以下の三点に要約することが
できる｡ ①アセスメントにおいては行動の維持強化
)
3
00 )(lがある｡ この研究で
16`' 0),あるいは推持強化子に取り変わる晴好
ながら徐々に強化子を与える間隔を広げるというも 性の高い強化子を実験的に確認している (8日 9日 11
を濃密に与える｡ 最後に,問題行動の低減を確認し 子 (8日 
｡'
｡のである (6) ②強化子の提示において,初期の研究では行動とは
r第一に強化子の特定についてであるが,Volme 関係なく数秒～数分毎に強化子が提示されるという
)(6
的な機能分析によって自傷行動の維持強化子を特定 研究では必ずしも一定時間で提示するのではなく問
し,知的障害のある3人の女性に対して,消去と非 題行動に随伴せず参加者が随意に強化子に触れるこ
3ら (199 は操作交代デザイン ` 7) を用いた実験 手続きをとっているものが多いが (6) (8川 0),近年の-
1
dan 
随伴性強化とを組み合わせて,その低減に成功した とができるようにしているものもある 9`) ( ③強｡'1
と報告 している ｡ taI
1
hscer
r
一方, Fi ,wa ,
(8'はVolmeら (
化子の減少手続きは実施されたものと ` 6日 0',され1
)7lkzaesMa i(199
様の手続きによって特定された自傷行動の維持強化 究が統制された環境下で実施されている (6日 8日 9川0｡)
子と晴好性のアセスメントによって特定された晴好 通常の学校における日常生活場面において非随伴
性の高い強化子とを非随伴に提示する効果を比較検 性強化を取り入れるために,これらの内容を整理す
討し,自傷行動を実際に維持している強化子でなく るといくつかの配慮されなければならない点が考え
)399 (6 ) と同 ていないものがある (9日1'｡そして,ほとんどの研
ても,晴好性の高い物を窓意的強化子 traryibar( られる｡ まず,アセスメントにおいて,行動の維持
4
ifrenorcer)として提示することでも同様の効果が
認められるとしている｡ 入れは困難である｡ また,晴好性のアセスメントに
第二に強化子の提示についてであるが,ほとんど おいても激しい問題行動を示す対象児の場合には実
の研究において強化子はFTスケジュールによって 施に一定の危険がともなう｡ また,介入においては,
数秒から数分の時間間隔で提示 されているが, 数秒ごとに強化子を提示することは容易ではないた
6-
強化子の実験的な特定は簡便な方法とはいえず取り
Reedら ( 9)ではセッションの間ずっと強化
子が提示されていた｡この研究は,小児摂食障害 うにすることでより取り入れが容易となる｡ これら 
)`400 め,対象児が随意に強化子に触れることができるよ
-

2
問題行動を示した生徒に対する学校生活場面における非随伴性強化を中心とした指導パッケージの適用
の理由から,非随伴性強化を日常生活場面に取り入
れるには,高度に制御された場面を用いるのではな
く日常の生活場面で迅速に実施可能なアセスメント
手法と容易な介入手続きを用いることが求められ
る｡
筆者らは,主として他害 ･破壊行動のために集団
活動への参加が困難であった自閉症と診断された重
度知的障害児に対 して,｢特別支援学校における
日々の実践の中で容易に使用できる非随伴性強化手
続き｣を検討し,他の方略との併用によって,問題
行動の低減を図るとともに授業へ参加できるように
するための指導を行った｡ここでは,その取り組み
を紹介すると共に,実践場面における非随伴性強化
の利用可能性について若干の考察を行うことにした
い｡ 
l.方法 
1.対象児
対象児はA特別支援学校 (知的障害)中学部に在
籍する B君 (15歳)であった｡ B君は重度知的障
害と診断されており, 9歳の時には小児精神科医よ
り自閉症の診断も受けていた｡地域の児童相談所に
よる発達検査 (遠城寺式 ･乳幼児分析的発達検査
改訂版 '2)による)では DQ25+ aとされており,1

筆者らによる発達検査 (S-M社会生活能力検査 (3)
1

による)では 4歳 3ケ月 (社会生活指数 32) とさ
れていた｡ B君は数年前より,学校での集団参加が
次第に困難になっていった｡その日の状態によって
は,登校後の更衣もできず,その後の学習活動に全
く参加することができなかった｡また,食堂に移動
することを拒否し,給食を教室内でとっていた｡さ
らに,｢担任教師や周りのクラスメイトを激しく叩
く｣,あるいは ｢噛みつく｣などの他害行動や,｢手
に持っている物や周りにある物を投げる｣,｢ロッカ
ーや壁を激しく蹴る｣などの破壊行動が目立った｡
これらの問題行動は ｢しょっちゅう生起した｣とさ
れていた｡そして,これら問題行動が激しさを増し
た時には,｢生徒用の椅子を投げつける｣,｢パソコ
ンを壊す｣,｢周囲の人を見境なく激しく叩く｣など,
周囲の生徒をその場から避難させなければならない
場合もあった｡こうした破壊的な行動が頻繁に観察
された時期には,学習活動に参加することはほとん
どできず,教師の 1名が B君に付き添って対応する
ようにしていた｡基本的には,近づいて声をかける,
あるいは体に触れてなだめるといった方法をとった
が,興奮した場合は行動を制御するのが困難であっ
たために,自分からやめるまで見守るしかなかった｡
また, B君は難聴と診断されており,学校生活の
大半は補聴器を使用していた｡しかし,音声言語は
耳元で話しかけなければ反応しないことが多く,普
声言語を理解しているというよりは周囲の状況を推
測して行動 していると思われた｡文字については,
ひらがなや簡単な漢字で書かれた単語を読むことが
できたが,意味の理解の程度については不明であっ
た｡ B君は視覚支援を使用した指導に対しては嫌悪
的に反応することが多く,自閉症児の指導において
通常使用される視覚的スケジュールや手順書などを
提示することが問題行動のきっかけとなることも多
かった｡ 
2.行動機能のアセスメント
問題行動を維持している要因のアセスメントは, 
B君の担任である第一筆者により行われた｡アセス
メントは,最初に前年度の担任に対して,問題行動
の持つ意味を探るための行動機能のアセスメントイ
ンタビュー 1`4)が実施され,続いて直接観察が行わ
れた｡直接観察では, ABC分析により問題行動の
直前のきっかけや行動の機能,実際の結果が分析さ
れた｡それらの結果,問題行動の機能は拒否と要求
から成っていた｡拒否の行動は授業に参加するよう
指示したり,更衣室に行くよう指示したりするよう
な場面で生起していた｡また,要求行動は本人がこ
だわる事物 (タイマー,電卓,ゲームなど)が自分
の手元にないことに気づいた場面で生起していた｡
なお,問題行動 (拒否)が生じた場面ではそれ以
上授業や更衣への参加を促されることはなかったた
め,問題行動が機能していたと考えられた｡これに
対して,問題行動 (要求)の場合は,要求する事物
が自宅にしかない物であったり,何を欲しがってい
るのか周囲に理解されなかったりしたため,要求が
叶えられることはなく,問題行動が要求として機能
することはなかった｡また,どちらの場合も,問題
行動が発生した場合には担任教員が B君に近づき,
時には声をかけたり体に軽く触れたりしていた｡こ
れらのことから,推定される問題行動の機能は活動
の拒否と事物の要求だけではなく,行動に随伴した
担任からの注目と実際の関わりの提供が重要な役割
を果たしていたことが推測された｡
また,代替コミュニケーション行動 (結果は同じ
であるが,問題行動に比べより社会的に認められる
代わりのコミュニケーション行動)は,拒否の場合
には,参加したくないことを穏やかに音声言語で担
任に伝えることであった｡ B君が使用できた行動レ
パー トリーとしては,｢いかんの (行きません)｣あ
るいは ｢あとで｣と音声言語で答えたことが報告さ
れており,代替コミュニケーション行動として音声 
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言語を使用させる指導が可能であることは担任間で
確認されていた｡しかし,これまでは代替コミュニ
ケーション行動が生起した場合にも,他の教員が再
び授業に誘っていたため,その行動が無意味に終わ
っていたことが判明した｡要求については,どのよ
うなコミュニケーション行動が生起しても欲しい物
が手にはいることはないため,代替コミュニケーシ
ョン行動の設定ができなかった｡
これらの問題行動に対して,より積極的で望まし
い行動は,拒否 (授業や更衣-の参加を指示された
場合)の場合には,指示に従い授業や更衣に参加す
ることとされた｡授業や更衣への参加については,
指示する人によってその行動が左右されることが特
徴であった｡最も行動が生起 Lやすいのはクラスメ
イトの Cさんが誘った時であった｡また,作業,普
楽,体育 (水泳以外)は参加を渋りがちであるが,
体育 (水泳)やパソコンサークルは参加することを
楽しみにしていたため誰が誘っても参加していた｡
また,要求の場合の望ましい行動はその場にある物
で遊ぶ,あるいはがまんすることとされた｡しかし,
これらの行動が生起しやすくなる条件を確認するこ
とはできなかった｡ 
3.独立変数
独立変数はB君の問題行動の低減を主目的として
行われた介入 1,及び彼の授業への参加を主目的と
して行われた介入 2であった｡こうしたシーケンス
をとることにしたのは,行動機能のアセスメントの
結果,授業-の参加を促すことが問題行動を引き起
こすきっかけとなることが判明したからである｡ す
なわち,問題行動を低減しないまま授業への参加を
促すことは,逆に問題行動を誘発する危険があった
ためである｡ なお,介入 1及び介入 2は, B君の担
任である第一筆者によって行われた｡ 
(1)介入 1:(問題行動の減少)
問題行動の低減のために,非随伴性強化と消去,

代替コミュニケーション行動の機能化が組み合わさ

れて実施された｡なお,介入 1の実施期間は2006

年 4月14日から同年 6月 2日までのおよそ 6週間で

あった｡

非随伴性強化 :
行動機能のアセスメントにおいて, B君の問題行
動の機能は要求と拒否であったが,実際の結果とし
ては教師の注目と実際の関わりも得ていたことが明
らかになった｡これらのうち,要求はその場にはな
いため実際には提供することが不可能な事物を要求
作業週間の予定( Bくん )
午前 目標 午後 目標 
6月5日月曜日草はこび 回ポットあらし 個 
6月6日火曜日革はニび 回土入れ 個 
6月7日水曜日なえうえ 回 
6月8日木曜日もみがらはこ 回なえうえ 本 
6月9日金曜日土入れ 個終了式 
Bくん 今日の予定 6月16日(金曜日)
午前

すること 体育 プール｣

目標
みんなと あいさつをする 590ロてん
がんばる 19900てん
みんなと おわりの あいさつをする 9990てん
ごうけい てん
午後

すること わくわくタイム パソコン｣

目標
みんなと あいさつをする 6800てん
パソコンをする 99900てん
みんなと おわりの あいさつをする 9890てん
ごうけい てん 
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Bくん 今日の予定 7月 13日(木曜日)
午前

すること ｢学年 .学級｣

目標
みんなと あいさつをする ( )てん
がんばる ( )てん
みんなと おわりの あいさつをす( )てん
ごうけい てん
午後

すること ｢わくわくタイム パソコン｣

目標
みんなと あいさつをする ( )てん
パソコンをする ( )てん
みんなと おわりの あいさつをす( )てん
ごうけい てん 
(上 :作業週間中,中 :洗濯機つき,下 :洗濯機なし)
図 1 スケジュールカード 
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問題行動を示した生徒に対する学校生活場面における非随伴性強化を中心とした指導パッケージの適用
した場合にのみ問題行動が生起していた｡そのため,
操作が可能であったのは問題行動に随伴していた教
師からの注目と実際の関わりであった｡そこで,教
師からの注目と実際の関わりが ｢関わり遊び｣とし
て考案され,非随伴性強化として提供された｡｢関
わり遊び｣は, B君からの要求により開始し,遊び
の内容も B君が提案するものを取 り入れた｡｢関わ
り遊び｣の終了の条件は, B君が自主的に担任から
離れるか,または問題行動が出現するかのいずれか
を満たした場合とした｡ 1回あたりの ｢関わり遊び｣
はおよそ 20分～ 1時間 30分とし,一日のうち登校
後,授業後,給食中,給食後,放課後の 5回程度設
定した｡｢関わり遊び｣の内容は,すごろく遊び,
小芝居ごっこ,ゲームごっこであった｡すごろく遊
びは,教室にあった日本地図のすごろくを用いて遊
ぶことであった｡小芝居ごっこは, B君が担任に対
して ｢アツカンベ-｣あるいは本人が興味をもって
いるテレビゲームになぞらえて ｢ (ヒットポイント)
ゼロ｣と言ったときに大げさに泣いてみせる,ある
いは死んだふりをしてみせることであった｡ゲーム
ごっこは,黒板にテレビゲームのキャラクターの名
前を書き,ロールプレイングゲーム風にヒットポイ
ントの数字を増減させて遊ぶことであった｡
消去 :
すべてのセッションにおいて,問題行動が生起し
た場合には担任教師は速やかにその場から離れ,約 
15分間 B君から見えないところに移動した｡
代替コミュニケーション行動の機能化 :
授業や更衣への参加を促された場合に｢いかんの｣
あるいは ｢あとで｣と穏やかに言う代替コミュニケ
ーション行動が生起した場合にはその活動に参加し
なくてもよいことにした｡このため B君が ｢いかん
の｣等と答えた際は,そのことを速やかに担任間で
伝え合い,続けて同じ活動に誘わないことを申し合
わせた｡本事例における代替コミュニケーション行
動は,これまでの日常観察においても自立的に使用
することが確認されており,コミュニケーショント
レーニングは必要とされなかった｡ 
(2)介入 2:(授業への参加)
介入 1により問題行動の低減が確認された後,介

入 1で使用した非随伴性強化,消去,代替コミュニ

ケーション行動の機能化に加えて,視覚的スケジュ

ールと友だちからの誘いかけから構成される介入 2

に移行するよう計画した｡介入 2での非随伴性強化

は強化子の提供時間が減少された｡この介入の実施

期間は同年 6月 3日から同年 7月 13日までのおよ
そ 6週間であった｡
非随伴性強化の減少+消去+代替コミュニケーシ
ョン行動の機能化 :
介入 3においても介入 1の手続きはそのまま行わ
れたが,｢関わり遊び｣の上限を 20分として中断す
るようにした｡これは,介入 1によって問題行動の
低減が確認されていたため,介入時間の減少をおこ
なってもよいと判断され,さらに教師との ｢関わり
遊び｣を続けることが授業への参加を妨げることに
なると考えられたためである｡ ｢関わり遊び｣が 20
分を超えると,教師が B君に ｢トイレに行きたい｣ ,
あるいは ｢電話がかかってきた｣などとジェスチャ
ーと音声言語で説明し,その場を離れるようにした｡
視覚的スケジュール :
介入 2では問題行動が低減されていることを前提
に,授業-の参加を促すことが主目的となっていた｡
このため,当日の授業について何が行われるのか知
ることができるように簡単な視覚的スケジュール 
(図 1)の提示を行った｡最初のスケジュール (図 
1上)は,昨年度の担任からの聞き取りで作成され
たものであった｡これは,作業週間に参加させるた
めに週予定表に目標とする活動量 (例えば,草運び 
3回など)を B君に記入させ,作業週間の最終日に
報酬として ｢ブリッツ 1箱｣と書いたものを提示し
た｡作業週間終了後は数字にこだわる B君の好みを
考慮して活動ごとに得点が記入できるスケジュール
を用意した (図 1中,下)｡ただし,得点は記入で
きるだけで得点が一定の基準まで貯まることで他の
強化子と交換することはできなかった｡なお,この
ような実物の強化子が提示されていないスケジュー
ルには興味を持たず,提示しても見ないことが予想
されたため,導入初期は B君が興味を持っている洗
濯機 (学校にはないものを選んだ)の写真を挿入し 
(図 1中),スケジュールカードに興味をもっことが
できるようにした｡その後,その写真と同じ洗濯機
の実物を求める行動が頻繁に生起するようになった 
(｢結果｣を参照)ため,洗濯機の写真はその後 (40
日日)削除した (図 1下)｡スケジュールカードは, 
B君の登校直後に担任によって提示され,下校時ま
で机の上に置かれ,いつでも見ることができるよう
に配慮した｡
友だちからの誘いかけ :
作業や音楽などあまり好きではない活動に誘う場
合や,本人の精神状態がいつもに比べて悪い場合に
は, Cさんに誘わせ望ましい行動が生起しやすいよ 
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うにした｡さらに,授業に誘われたことに対 して
｢いかんの｣あるいは ｢あとで｣などの代替コミュ
ニケーション行動が生起 しても,およそ 20分後に
もう 1回声かけをする人を変えて授業-の参加を促
すようにした｡ 
4.従属変数 
(1)従属変数 1
従属変数 1はB君が示す他害行動,自傷行動,級
壊行動,奇声の生起場面数とされた｡他害行動は,
教師や友だちに対して,相手が痛みを感じるほど叩
くことや噛みつくことと定義され,自傷行動は自分
の側頭部を掌で激 しく連打することと定義された｡
また,破壊行動は教室などの扉やロッカー,廊下に
設置されている配電盤などを激しく蹴ったり叩いた
りして大きな音を出すこと,あるいは本人が好んで
いるタイマーや補聴器を壁に向けて投げつけること
と定義された｡ 奇声は,大 きな声で ｢いけんの｣
｢だめ｣などと言い続けること,泣 くこと,独蒋の
声で叫ぶことと定義された｡ 
(2)従属変数 2
従属変数 2は B君の授業への参加の程度であっ
た｡この行動は,教師や友だちの誘いにより授業場
所に移動 し,20分以上同じ部屋の中で過ごすこと
と定義された｡この場合,授業-の参加姿勢を形成
することを当面の目的としたため,学習行動をとっ
たか否かは問わないことにした｡ 
た｡観察場面は, B君が登校してから下校するまで
のすべての場面とした｡従属変数 1については,問
題行動が生起 した場面毎に,その時の様子が即時に
メモ用紙に記録された｡記録内容は,｢およその時
刻｣,｢きっかけ｣,｢行動の様子 (トポグラフィー)｣,
｢得られた結果｣,｢その後の様子｣,｢推定される機
能｣,｢セッティング事象に関すること｣｢その他｣
の8項目である｡ なお,問題行動は,記録された場
面ごとに 1件として取 り扱われた｡
従属変数 2の授業-の参加については,毎日午前 
1-(10 l3 3:00 3
2つについて,授業-の参加の有無とおおよその参
(1
授業数に対する割合を求め,授業参加率として百分
4:
た｡授業への参加状況は,参加 した授業数の当日の
率で示された｡ 
0-
に第一筆者も含めた担任教師らにより毎日記入され
l:
加時間を記録した｡記録は,授業終了後の休憩時間
tl.結果
図 2に問題行動の生起場面数と授業-の参加率を
図示した｡ 
1.問題行動の生起場面数の減少
問題行動の生起場面数の減少は介入 1の主目的と
して実施した｡問題行動の生起場面数は最大で 1日 
2回であった｡そして,問題行動の平均生起場面数
は,介入 1では0. .3回/冒,介入 2では02回/日で
あった｡詳細に検討すると,介入 1の前半 (1-
0)の授業と午後 5:0)の授業の 
15日)ではO5回/日,後半. (16- 1.30日)ではO
L■.JL_-.■.i-I.L■.L■
5.データ収集 回/日で,減少傾向がしめされていた｡そして,介
. ▲ 一 L. ▲ I一一 ▲▲ ー一一一一一 
%ー
44日)ではO5回/日に一旦は.入 2の前半 (31日～第一筆者により従属変数に関する記録が行われ 
A,一■願
L■.1A■L■.
- 介入 2
L■.血▲ ▲ J-.L■.IA
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行
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国 問題行動 十 授業-の参加率
* :この日以降スケジュールカー ドより洗濯機の写真を削除した
図 2 問題行動の生起場面数と授業への参加率 
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問題行動を示した生徒に対する学校生活場面における非随伴性強化を中心とした指導パッケージの適用
増加したが,後半 5日～ 59日)では 0回/日で(4
 った｡また,残る 1日は大そうじの日に当たり, C
観察されなくなった｡それぞれの介入期における問
題行動の機能は,介入 1ではその場にない物の要求
が 5回,拒否が 3回,注目喚起が 1回であった｡こ
のうち注目喚起は, B君と ｢関わり遊び｣をしてい
る時に教師が席を外そうとした場合に生起した｡ま
た,介入 2ではその場にない物の要求が 4回で,そ
の内 2回はスケジュールカードに図示されていた学
校にはない洗濯機を探しに行こうとした場合であっ
た｡このほかの 3回は拒否が 1回,不明が 2回であ
った｡拒否は下校前に教室にいるように指示された
場合に生起し,不明の 2回はトイレでベルトを外す
ことができず排涯に失敗した場合が 1回,詳細不明
が 1回であった｡なお,介入 1, 2を通してその場
にない事物の要求で問題行動にならなかった場合は
なかった｡
問題行動の反応 トポグラフイを示したのが図 3で
ある｡ 反応 トポグラフイについては,一つの問題行
動の生起場面に対して複数の反応 トポグラフイが観
察されたため,図 2と度数の合計が一致していない｡
介入 1では,他害行動,破壊行動,奇声であったが,
介入 2では他害行動,破壊行動が減少し,奇声が主
さんに誘われて掃除場所に移動したものの,皆が掃
除をしているのを見てどこかに行ってしまったため
であった｡
介入 2の主な手だてであった授業への参加の誘い
かけを Cさんにさせることについては介入 1でも試
みていた｡しかし,介入 1では Cさんが B君に声を
かけることを嫌がり,実際に誘いかけを行うことは
稀であった (従って,本研究において,｢友だちか
らの誘いかけ｣は介入 1の構成要素として見なさな
いこととした)｡介入 2の開始時期前後より Cさん
はB君に声をかけることをいとわなくなってきた｡
また,この時期より B君に対する, Cさんも含めた
クラスメイトの評価が好転しはじめ,｢B君がいい
子になってきたからうれしい｣,｢前は怖かった｣,
あるいは ｢B君と遊びたい｣というような積極的な
発言が観察されるようになった｡さらに,教師が B
君と ｢関わり遊び｣をするのを見て 2-3人の生徒
がB君と自発的に ｢関わり遊び｣をすることも観察
されるようになった｡ 
要な形態となった｡ 
2.授業への参加
授業への参加の増加は介入 2の主目的として実施
98 
765
 
0.した｡授業への平均参加率は,介入 1では 75 %,
 4
 
1.
介入 2では 88 %であった｡さらに詳細に検討する
0.と,介入 1の前半では 60 %であったが,後半では 
90.0%に増加 した｡ そ して,介入 2の前半では 
6.
1.
74%で,後半は 97%に増加した｡
介入 2の導入により一旦授業の参加率が減少して
いる｡ これは,介入 2の開始時期と B君が参加しに
くい作業学習が続く時期 (作業週間)とが重なった
ためであった｡また,それに続く 4日間は問題行動
が生起し授業-の参加も不安定となった｡この時期
には,スケジュールカードに印刷されていた洗濯機
の写真を見て,｢おっけ-｣と叫んだ後,洗濯機の
写真を指差して ｢いこう｣と教師を誘い,洗濯機を
探し歩く様子が見られた｡しかし,写真の洗濯機は
学校におかれていないため見つからず,問題行動 
(要求)が生起した｡その後,介入開始 40日目にス
ケジュールカードから洗濯機の写真を削除したとこ
ろ,そのような探索行動は観察されなくなり安定し
て授業に参加できるようになった｡この時期,授業
に参加できなかったことが 2日あるが ,1日は誰が
誘っても授業に行かなかった｡ これについての理由
は不明ではあるが,体調が不良であった可能性があ
3210

他害行動 破壊行動 奇声 自傷

反応 トボグラフイ

ロ介入 1 ■介入 2

図 3 介入 1,介入 2における反応 トポグラフイ 
lV.考察
今回の研究では,特別支援学校における日常的な
指導の中で実践することのできる非随伴性強化手続
きを検討した｡このため,行動機能のアセスメント
は,統制された実験的な手続きによらず,インタビ
ューと直接観察のみによるアセスメントを行った｡
そして,アセスメントの結果に基づき抽出された非
随伴性強化子を,介入 1において指導の文脈を考慮
しながらできるだけ多くの時間にわたって与えた｡
さらに,問題行動の生起場面数の低減を確認した後
は介入 2に移行し, 1回あたりの強化子の提示時間 
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を20分までと定め,強化子提示の分散化を図った｡
こうした手続きを,消去や代替コミュニケーション
行動の機能化,視覚的スケジュール提示,友だちか
らの誘いかけなどと共に実施する中で,対象児の問
題行動の生起場面数は低減し,授業-の参加が増加
した｡
今回の事例において使用された非随伴性強化は問
題行動の消去における消去バーストを計画的に弱め
る手続きとして説明されている (6)｡ 消去バース ト
とは,問題行動の維持強化子が消去された場合に,
問題行動の頻度あるいは持続時間が増加する,ある
いは問題行動のバリエーションが増え激しさを増す
現象をいう ` 15)｡今回の事例においては,問題行動
の頻度においてもまたその程度においても消去バー
ス トは生起 しなかったのではないかと推測 してい
る｡ まず,頻度は介入 1において一日平均 03回で.
あり,生起場面数はもっとも多い日でも一日2回ま
でである｡ これは前年度の担任教師に対して行われ

た行動機能のアセスメントインタビュー ( 1)
4から得
られた ｢しょっちゅう問題行動をおこしていた｣と
いう情報と比較して決して多いとは言えない頻度で
ある｡ 次に,その問題行動の程度についてであるが,
今回の介入時期に観察された最も激しい問題行動の
エピソー ドは次の通りである｡ ｢作業参加への指示
をした担任教師に対して他害行動が生起したため,
担任教師がその場から姿を消した (消去)｡すると,
叫び声が増強し悲鳴のような声をあげながら教室の
扉や近くにあった配電盤の扉を数分間叩いた｡この
時の叫び声や配電盤を叩く音の激しさを聞いて,他
の階で授業していた教師が心配して駆けつけた (10
日日 )｡｣このエピソードも前年度の担任からの行動
機能のアセスメントインタビュー (14'から得られた,
｢生徒用の椅子を投げつける｣,｢パソコンを壊す｣
等のエピソードと比較して特に激しさを増したとは
考えられない｡今回の事例では一刻も早い介入が望
まれた｡そこで,ベースライン計測をせず介入した｡
従って,問題行動に対する消去手続きの影響をベー
スラインと比較して評価することはできなかった｡
そのため,介入の効果は行動機能のアセスメントイ
ンタビュー (4)から得られた情報と比較して推測す1

ることしかできなくなってしまった｡このような方
法では理論的な要件を満たしているとはいえない
が,効果の有無については一定の確認ができたので
はないかと考えている｡
今回の事例において使用されたアセスメント方略
は,実験的な手続きを行わない行動機能のアセスメ
ントインタビュー ( )と問題行動の直接観察であっ14

た｡行動機能のアセスメントインタビュー ( 1)
4から
問題行動の機能は 2つあることが推測された｡具体
的な事物の要求と指示への拒否であった｡また直接
観察からは,行動から得られる結果として,問題行
動に随伴して教師からの注目が与えられたことがわ
かった｡この中で,最も確実に問題行動を維持する
強化子として機能している (実際には与えられない
のであるが)と予想されたのは,対象児の家にある
タイマーや電卓,ゲームなどであり,逆に問題行動
を維持する強化子として機能しているのかどうかが
不確かだったものが教師からの注目と関わりであっ
た｡しかしながら,｢まず,今すぐに,確実に実施
できる方略からはじめる｣という実践重視の立場か
ら,問題行動を維持しているのかどうかは不確かで
はあっても,これまで問題行動に随伴して与えてき
た,教師からの注目と関わりを非随伴的に与える強
化子として選定した｡非随伴性強化に関する先行研
究では,維持強化子を特定するために実験的な手続
きを伴う機能分析が行われていた (6) (8) (9) flo) (ll)｡
実験的な手続きを取り入れることによって,問題行
動を確かに維持していると考えられる強化子を選定
することができる｡ しかし,特別支援学校のような
実践現場では,緊急に介入しなければならないケー
スが多く,本研究で採用されたような仮説主導型 
(hptei-rvnapoc)1'の非随伴性強化アyohssdie prah '6
プローチが必要であろう｡
今回の事例においては,担任の B君との ｢関わり
遊び｣という非随伴性強化を模倣して,クラスメイ
トや近くにいあわせた担任以外の教員が, B君から
の要求により自然な形で ｢関わり遊び｣を開始する
ことがあった｡これは,結果的に, B君の対人行動
を汎化させる機会となった｡問題行動を維持してい
ると考えられる強化子の中から最も容易に提供でき
る強化子を選択して提示することは,担任教師の特
別なトレーニングを必要とせず介入できるという利
点があるだけでなく,クラスメイトや担任以外の教
員など,その場のナチュラルリソースを介入に参加
させることができるという利点もあるのかもしれな
い｡このことは今後の研究課題として取り上げられ
るべき事柄であろう｡ 
B君の授業-の参加は,スケジュールの提示だけ
では自発することがほとんどなかった｡そのためク
ラスメイトの Cさんによって授業に参加するきっか
けを与えられたことが大きな影響をもったと考えら
れた｡介入 1では, Cさんに B君を誘うように依頼
してもほとんど誘うことがなかった｡それに対して,
介入 2では,指示されなくても B君を授業に誘うこ
とが度々観察され, B君を誘うことに対する好意的
なコメントも観察された｡ Cさんは,教師の非随伴 
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